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1．はじめに
顧客に目を向けて行動する、常にユーザー視点で考える、何よりもまず消費者の声を聞く、
こうしたマーケティング的な志向をふまえ行動することは、市場志向（Market-Orientation:
以下MOと略）研究として、多くの議論が繰り返されている。これまでに 1000本程度の
MOを主題とする論文が発表されており (1)、マーケティング研究の１大研究テーマとなってい
る。MOとは、マーケティング的な思想や発想が、従業員にどの程度浸透しているかを現し
た概念であり、1990年米国の 2つの研究グループによって、Journal of Marketing誌にて発表
されている。Narver and Slater（1990）では組織の観点から、MOは買手に対して優れた価
値を提供するために必要な行為であり、価値を効率的に創りだすために優れたパフォーマン
スを生み出す組織文化としている。また Kohli and Jaworski（1990）では行動の視点から、
MOは、現在と未来の顧客のニーズを捉えるため、従業員が市場のインテリジェンスを生み
出し、組織間でそのインテリジェンスを普及させ反応していく行動であるとしている。
これまでに多くの研究が進められてきたMOであるが、組織レベルでの論考や論点が主な
研究対象であった。すなわち、MOが浸透した組織では収益は向上するのか、MO型の組織
(1) 『ABI/Inform』により検索を実施した。タイトルに「MarketOrientation」と入力し検索を実施した。
HPアドレス：http://proquest.umi.com。2012年 9月 3日時点で、累計 848本のMOをタイトルとする
論文を確認できる。
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では製品を成功に導くのか、あるいはMOと製品志向はどちらがより優れたパフォーマンス
をもたらすのかなどである。
組織レベルに関する研究に目が向けられていたため、よりミクロな単位である従業員個人
レベルを扱ったテーマは、2000年以前にはほぼ見落とされていた。個人レベルを扱ったテー
マというのはたとえば、どうしたらMO型の人材になるのか、どういった要素をもつ従業員
がMO型の行動をとりやすいのか、あるいは上司がMOを提唱した場合、どのように部下
にMOが浸透していくのかである。
この個人レベルでのMO研究は、実務的に貴重な示唆をもたらすと考えられる。どのよう
な要因が個人のMOを生成するかを明らかにできれば、そういった要因を、報酬システムや
教育システムに取り入れることで、MO型の従業員を素早く効果的に育成できる（Furrer, 
Lantz, and Perrinjaquet 2004）、あるいは個人レベルのMOの普及過程を明らかにすれば、よ
り効果的にMO組織を実現できるからである（Lam, Kraus, and Ahearne 2010）。
このような研究背景のもと 2000年あたりから、個人レベルのMOに関する研究がおこな
われ始めている。しかしながら、この個人レベルのMO研究については、どのような契機で
はじまり、現状がどのような研究段階にあり、今後どのような方向性があるかが全く示され
ていない状況にある。
そこで本稿では、個人レベルのMO研究について包括的なレビューを行っていく。本稿の
構成は以下の通りである。まず次章において、組織レベルのMOから個人レベルのMOへ
の変遷を明らかにするため、まず従来の組織レベルのMO研究について概観を述べる（2
章）。続いて、MO普及過程について始めて扱っている、二者、三者という複数対象を扱っ
たMO研究をレビューする（3章）。次に、4章では個人レベルのMOに関する研究を詳し
くレビューしていく。5章では、4章までのレビューを踏まえ個人レベルのMO研究の段階
と今後の方向性を論じる。最後に、本研究の示唆を述べながらまとめを述べる。
なお、本稿では、2本の論文（Griffith and Grover 1998; Furrer, Lantz, and Perrinjaquet 
2004）がこれまでに取り上げられたMO研究 （岩下 2010、岩下 2011） のレビューで取り上げ
られているが、双方の研究においてレビュー対象として欠かせない論文であるため、本稿で
もあえて取り上げている。
2．組織レベルの市場志向研究
本章ではまず、従来のMO研究である組織レベルの研究を概観する。レビューの目的は、
研究対象が組織であることを示すことにある。そのため、インプリケーションを論じるので
はなく、組織という対象で研究が進められている点にフォーカスする。
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2-1 市場志向とビジネス・パフォーマンス
１つめの潮流は、MOを先行要因として、業績や新商品といったパフォーマンスを成果要
因とするシンプルな実証研究である。MOとビジネス・パフォーマンスのモデレーター変数
を探索した研究（Slater and Narver 1994）や、モデレーター変数に役員形態の適合度を入れ
た研究（Kim and Feich 1999）、市場や技術水準の安定性を表す混乱度を取り入れた研究
（Han, Kim, and Srivastava 1998）が行われている。他分野の理論を援用して分析を試みた研
究もある。例えばMatsuno and Metzer（2000）は、Mile and Snow（1978）の保守型、投機
型、分析型という企業戦略の分類軸を取り入れた研究を行っている。
ビジネス・パフォーマンスに関しても、様々な変数が扱われている。初期段階の研究では、
市場成果（Slater and Narver 1994）や組織成果（Harris and Ogbonna 2001）といった一般的
な変数が使われていたが、研究が進むにつれて、客観的尺度と主観的尺度の比較を扱った研
究（Harris 2001）や、マーケティング・プランニングの成果を扱った研究（Pulendran, 
Speed, and Widing 2003）も行われている。さらにMOとビジネス・パフォーマンスを扱っ
た研究が蓄積されるにつれ、メタアナリシスも行なわれている（e.g., Kirca, Jayachandran, 
and Bearden 2005）。
2-2 商品開発における市場志向研究
2つめの潮流として、商品開発の分野においても、組織レベルで、多くのMO研究が行わ
れている。総じていえることは、組織がMOである場合には、新商品のパフォーマンスを向
上させ、商品開発を成功に導くことになる。例えば、MOと新商品パフォーマンスの関係に
ついて考察した研究（eg., Atuahene - Gima 1995）、先行要因として、MOが及ぼす新製品の
アイデア発生を分析した研究（Lukas and Ferrell 2000）、部門間の差異や協調がMOからど
のような影響を受けるかを扱った研究（Kahn 2001）、カントリー・オブ・オリジンの要素を
取り入れ、MOと新商品パフォーマンスの関係を国の文化や社会制度の観点から考察した研
究（Wren, Souder, and Berkowitz 2000）などがおこなわれている。
商品開発を扱った研究では第 2段階として、MOと新商品パフォーマンスのブラックボッ
クスを解明する研究がおこなわれ、今日にいたってもなお研究が進められている（eg., 
Baker and Sinkula 2007）。新商品開発に着手する際の重要項目を取りあげた研究（Langerak, 
Hultink, and Robben 2004a）、モデレーター要因として他部門どうしが協力的かどうかという
組織環境を取り上げた研究（Wei and Morgan 2002）、さらに資源依存理論で創造性が重視さ
れているのに着目し、MOと新商品パフォーマンスのモデレーター要因として創造性を取り
入れた研究（Im and Workman 2004）もあり、我が国においても石田らが Im and Workman
（2004）の追試を行なっている （石田、岩下、恩藏 、イム 2006）。
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2-3 主要マーケティング概念との比較
3つめの潮流は、マーケティング研究における他の重要概念との関係性解明を試みた研究
潮流であり、2000年に入ってから研究がさかんに行われている。たとえばサービス・マーケ
ティングの概念を取り入れた研究では、ホテルや空輸といったサービス産業において、MO
がサービス品質の向上にどのように影響するかが考察されている。代表的な研究では、
Parasuraman, Zeithamal, and Berry（1985）が提唱したサービス品質を仮説モデルに取り入
れている（eg., Kasper 2002）。また Chang and Chen（1998）では、MOがサービス品質にど
のように影響し、企業へのロイヤルティやパフォーマンス、あるいは成長性に影響するか考
察している。似たような研究である Agarwal, Krishana, and Chekitan（2003）では、米国の
Global Hoteliers Club に加盟する 201社を対象にした調査から、サービス品質がMOと ROI
や市場シェアといった客観的な尺度の媒介要因になることを認めている。あるいは、MOが
サービスの提供者とサービスの利用者間の知覚ギャップに、どのように働くかに着目してい
る研究もみられる（Guo 2002）。
この他にも、サービス産業において有形資産よりも無形資産が企業の市場価値を決定する
のに重要であることから、MOに影響を与える資産に、「市場ベースの資産」と「それ以外
の資産」を取り入れた研究（McNaughton, Osborne, and Imrie 2002）もおこなわれている。
2-4 代替的な志向性
4つめの潮流としては、比較的最近に入ってはじめられた、MOと同次元に位置する志向
性を扱った研究潮流がある。どのような志向性をもつこと、あるいは、どのような志向性を
組み合わせることが最もパフォーマンスを高めるのかに焦点が当てられている。
この代替的志向性には、プロダクトアウトの発想を重視する製品志向（Keith 1960）、売上
の最大化を目指す販売志向（Keith 1960）、研究開発に多額の投資を行う技術志向（Zhou, 
Yim, Tse 2005）、リスクをとるといった起業家精神を志すアントレプレナー志向（Lumpkin 
and Dess 1996）、組織学習の概念から構築された学習志向（Baker and Sinkula 1999a）、そし
て近年ではブランドを重視した商品開発をおこなうブランド志向（Reid, Sandra and 
Mavondo 2005）も扱われている。
たとえばMOを志す飲料メーカーが、新興国から参入した安価なお茶ブランドを強みとす
る海外メーカーから、国内市場で価格競争を仕掛けられたらどうなるだろうか。マーケティ
ングに目を向ける以前に、低価格戦略を重視しなければならなくなるだろう。Christensen
（1997）は、優れた商品を売る巨大企業が、その特色を改良する事つまりインクレメンタル・
イノベーションのみに目を奪われてしまい、その商品より劣るが新たな特色を持つ新製品に
とって代わられる、イノベーションのジレンマを指摘している。MOを重視しすぎるがゆえ
に失敗してしまう一例である。この事実を反映するかのように本潮流の研究では、志向性の
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組み合わせや選択によって実際、ビジネス・パフォーマンスや新製品の成果に変化が生じる
ことが明らかにされている（eg., Gatingnon and Xereb 1997）。周辺環境を考慮すると常にマ
ーケティングに目を向けることが、ビジネス成果の最大化を図れるとは限らないわけである。
3．二者間を扱った市場志向研究
それでは、前章で取り上げた組織レベルのMO研究は、個人レベルのMO研究にどのよ
うに展開されていったのか。それはまず、MOが他者にどのような影響を及ぼすかを考察し
た研究を出発点にしており、個人レベルを対象とする前にまずはある組織から他方の組織に、
MOがどのような影響を及ぼすかを検討している。この時の組織の組み合わせには供給業者
と販売業者、買い手と売り手あるいは、製造業者と販売業者があげられ、１社内に留まらず
2つ、3つという組織を跨いだ調査設計が取り入れられている。
MO研究のなかでこれらの傾向は、Siguaw, Brown, and Wing の研究から垣間みることがで
きる。Siguaw, Brown, and Wing（1994）では米国の Information Image Manager Member に
登録されている企業 298社に調査をおこない、その結果から企業がMOをセールス・パーソ
ンに知覚させるようになると、セールス・パーソンは顧客志向に目を向けるとともに、役割
の葛藤やその不明確さといったネガティブな態度を減少させ、最終的には職務満足や組織コ
ミットメントを増加させることを明らかにしている。
続く Siguaw, Brown, and Wing（1998）では、Nationa-Association-of-Wholesales 等、米国の
代表的な流通業に関するデータをもとに、供給業者と販売業者 179組のサンプルを基に分析
をおこない、供給業者のMOが販売業者のMOにプラスの影響を与え、販売業者の満足度
を高めることを確認している。
同時期には、Baker, Simpson, and Siguaw（1999）も興味深い研究を行っている。仮説には、
「供給者が転売者（Reseller）のMOを知覚すること」が、転売者の「信頼」「コミットメン
ト」「規範」「満足」に影響するかどうかを設定している。National Association of Wholesalers
（NAW）を対象に調査を行ない、因子分析を施した上で、相関分析をおこなった結果として、
「供給者が転売者のMOを知覚すること」と、転売者のリレーションシップ変数との間に強
い関係があることを確認している。つまり供給者が転売者のMOを知覚することが転売者と
の信頼構築につながるのである。
Helfert, Ritter, and Walter（2001）では、2つの異なる業態の企業を取り上げながら、コミ
ットメントや信頼あるいは関係性の期間といったリレーションシップ・マーケティングの変
数をモデレーター要因に取り上げながら、リレーションシップの有効性について考察してい
る。ドイツのソフトウエア企業と広告代理店 153社を対象に調査を行ない、重回帰分析を施
した結果、リレーションシップの有効性に対しては、リソースの有用性は影響を与えず、リ
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レーションシップ・マーケティングの力のみがインパクトを与えることを明らかにしている。
ちなみにこの際には、コミットメント、信頼、リレーションシップの期間がポジティブなモ
デレーター変数になるとしている。
2000年に入ってからは、他分野の理論を援用し他組織との繋がりを解明しようとする動き
がみられる。Langerak（2001）は、ステークホルダー理論（Jones and Wicks 1999）を取り
入れ、ドイツ SIC-Codeに登録されている製造業者とその顧客である供給業者というサンプ
ル 72組を作り線形回帰分析を施している。結果として、製造業者のMOはセールス・パー
ソンの顧客志向にプラスに作用し、彼らの顧客である供給業者との信頼や満足度を強め、最
終的には一回りして製造業者の財務成果を高める事を認めている。
図表 1 Langerak（2001）の検証モデル
製造業者の
市場志向
セールス・パ ソーン
の顧客（供給業者）
志向
顧客（供給業者）
の
協力的な規範
顧客（供給業者）
の信頼
顧客（供給業者）
の満足
製造業者の
財務パフォー マンス
他領域の理論を取り入れた研究はほかにも、Tajfel and Turner（1979）の社会的交換理論
を用いたものがある（Steinman, Deshpande, and Farley 2000）。Steinman, Deshpande, and 
Farley（2000）はこの理論を援用しながら、「供給業者自身が感じるMO」と「顧客が供給業
者に対し感じるMO」間に生じるギャップを考察している。ニューヨーク証券取引所と東京
証券取引所に登録され調査に応じた企業ごとに顧客を 3名選んでもらい、そのうち 2名に対
してインタビューを行っている。結果でみられる傾向として、前者が後者よりもMOを強く
意識しており、この際、MOギャップが彼らの関係が長く、重要と考えている程度が高いほ
ど、小さくなることをつき止めている。
このほかにも、国の妥当性向上を目的とした研究には、Farrelly and Ascale（2003）があ
げられる。彼らはスポンサーとオーナー間におけるMOメカニズムが扱われていない点に着
目し、両者のMOが信頼やコミットメントのようなリレーションシップ・マーケティングの
変数に対してどのような影響があるかを考察している。オーストラリアの Australian 
Football League のオーナーとスポンサーというダイアドで 46組を対象に分析を行なった結
果、オーナーのMOとスポンサーによって知覚されたMOは、協創的なコミュニケーショ
ンに関らず、関係性が確認されなかった。つまりスポンサー間の過度のコミュニケーション
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は、有効でないことを明らかにしている。また、前述の Baker et al.（1999）では、転売者の
MOの知覚は供給者のコミットメントにポジティブな影響を与えていた。しかし、今回は 2
者間で関係性が観られない。この原因は、前者が垂直的なリレーションシップであるのに対
し、後者が水平的なリレーションシップに拠るものであると、Farrelly and Ascale（2003）
は指摘している。
同じような二者間を扱った研究としては、スペインの Directory of Industrial Companies 
and Industrial Supply Series Firms in the Principality of Asturiasのデータを利用した Sanzo, 
Santos, and Vazquez（2003）の研究もあげられる。最尤推定法を行なった分析結果から、買
手のMOは、供給業者の効果的なコミュニケーションに影響を与え、信頼、コミットメン
ト、知覚された価値にポジティブに、そして最終的に満足につながっていた。
ここまでの研究は全て、顧客と企業、供給者と販売者、買手と売手、２者間においてMO
がどのような役割にあるかを考察している。しかしながら、これ以降、研究段階の進化がみ
られる。3者以上のネットワークにおいてが、MOがどのような内容であるかを考察する研
究が観られ始めるのである。
まず、Jones, Busch and Dacin（2003）では、セールス・マネジャー、セールス・パーソ
ン、顧客という 3者間 51組についてサーベイ調査を施し、セールス・マネジャーのMOは
セールス・パーソンのMOに影響がなかったが、セールス・パーソンのMOは彼等の職務
態度（役割の葛藤や不明確さ、組織的コミットメント、職務満足）に影響を与え、顧客満足
度に影響を及ぼすと示唆している。すなわち、セールス・パーソンがMOをより強く知覚し
た場合、顧客ニーズに結びつくような行動をより起こすことになる。
MO研究をさらに発展させ、企業におけるリレーションシップ・マーケティング戦略が従
業員にどの程度浸透しているのかというリレーションシップ・マーケティングの志向性を尺
度化した研究も行われている。このリレーションシップ・マーケティング志向は、Yau, Sin, 
Lee, and Tse（1999）により始めて開発されている。彼らによると、MOとは攻撃的な戦略
であり市場シェアやポジショニングをとるのに有効である一方、リレーションシップ・マー
ケティング志向とは、信頼、感情移入、絆、相互作用を構築していく必要があるのでより長
い時間を必要とするという。中国の Beijing Yellow Pages Commercial Industrial Telephone 
Directoryに登録された 210社を対象とした回帰分析の結果から、リーダー企業では双方の
志向が有効であるが、「チャレンジャー企業」のMOのみが有効であり、フォロワー企業と
ニッチャー企業ではリレーションシップ・マーケティング志向が有効であるという結果が示
されている。
さらに、Sin, Leo, Tse, Yau, Chow, Lee, and Lau（2005）でも、リレーションシップ・マー
ケティング志向尺度が開発されている。彼らによれば、リレーションシップ・マーケティン
グ志向とは、短期間の取引志向の交換から長期的な買手・売手の関係性へと転換する態度で
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あるという。そして、過去のリレーションシップ・マーケティング研究の文献をレビューし
た上で、香港 277社、中国 222社を対象にしたダイアドモデルで調査を行ない、信頼性、収
斂妥当性、弁別妥当性、文化間安定性分析を行ない、信頼、絆、コミュニケーション、共有
価値という 4要素から成り立つ、リレーションシップ・マーケティング尺度を開発している。
彼らの研究は、二者、三者という他者への影響に着目した研究段階を一歩進め、リレーショ
ンシップ・マーケティング志向を直接定量化した点において、研究をさらに進展させたとい
えるだろう。
以上のレビューから共通していえることは、上記の研究ではすべて、他者へMOがどうい
った影響をおよぼすかを考察するため、対象に複数の組織を同時に取り上げているものの、
分析単位が組織レベルの域を出ておらず、個人レベルの解明にはふれられていない点にある。
4．個人レベルの市場志向に関する研究
前述までで取り上げた研究では、供給業者と製造業者、供給業者と販売業者というように、
二者あるいは三者という企業間のメカニズムを、MOを取り入れて考察した研究が主であっ
た。従ってこれら組織レベルのMO研究の限界は、マーケティング的な思想や発想である
MOが、組織の最小単位である従業員個人からどう生じ、他者へとどのように普及していく
のか、という疑問に答えられない事にある。そのような見解から、組織の中の人的要因が
MOにどのように影響するのかについて議論が行われ始めている。そこで本節では、組織の
人的要因がMOにどのように影響するかについて扱った研究を振り返る。
4-1 個人からの影響を扱った市場志向研究
まず、Griffiths and Grover（1998）が、MO行動に移すまでのプロセスとして、従業員に
影響を与える先行要因が組織文化としてMOに影響を与え、最終的にMO行動に至る命題
モデルを導出している。組織文化であるMOに対して、組織内のメンバーシップ、組織の象
徴、組織の精神力学、組織における認識という４つの人的要因が、組織文化であるMOに影
響を与え、結果としてMO行動に影響するという。実証までは行われていないが、MO行動
に至る過程をはじめて命題提示した点に学術的価値がある。
MOに障害をもたらす人的要因に着目した研究もある。Harris and Piercy（1999）では、
サービス業において、MOの阻害となる要因に着目し、企業がMOを実現していくうえで影
響する要因に着目している。彼らは、阻害要因として、垂直的コミュニケーション量の低さ、
政治的行動の程度、コンフリクト行動の程度、組織メンバーの定式化という４つをあげてい
る。イギリスの小売業のストア・マネジャー 107名に対し調査をし、パス解析をおこない、
これら４つの阻害要因がMOにネガティブに働くとしている。
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Harrisは、人的要因がMOに与える要因について更に研究を進めリーダーシップ・スタイ
ルに注目している（Harris and Ogbonna 2001）。彼らは House and Mitchell（1974）のリーダ
ーシップ・スタイルを応用し、MOへの影響を検討している。以下の 3つのリーダーシッ
プ・スタイルを取り上げている。第一に参画型リーダーシップ・スタイル（Participate- 
Leadership- Style）であり、リーダー達は部下達に意思決定させる。第二に、支持型リーダ
ーシップ・スタイル（Supportive- Leadership-Style） であり、部下がリーダーの行動を共感、
友好的、思いやりがあるものとしてみなす。第三に道具的リーダーシップ・スタイル
（Instrumental-Leadership-Style）であり 、部下の意見に耳を傾けずリーダーたちが望む事を
行ないながら、タスクを遂行していく。パス解析の結果から、参画型と支援型リーダーシッ
プ・スタイルはプラスに、道具的リーダーシップはマイナスに影響していた。この事から、
MO型組織を目指すには参画型あるいは支援型リーダーシップ・スタイルを目指すべき事が
わかる。
同じようなリーダーシップ・スタイルを取り上げた研究としては、セールス・マネジャー
のリーダーシップ・スタイルがセールス・パーソンの顧客志向型の売り方にプラスの影響が
あることを扱ったMartin and Alan（2006）の研究があり、米国の消費財等を売る小売業にお
ける 106名のセールス・マネジャーとパーソンを研究対象としている。また、Barney（1991）
のリーソス・ベース理論に沿って、Bassの変革型リーダーシップとMOを企業の競争優位
の源泉と考え、変革型リーダーシップ・スタイルがMOに与える影響を考察したMenguc, 
Auh, and Shin（2007）の研究がある。CEO、シニア・エグゼクティブあるいはマーケティン
グ・マネジャー 980名を対象とした調査結果から、マネジャーの変革型リーダーシップが
MOにプラスの影響があることを明らかにしている。
対象範囲を、リーダーシップからマネジメント特性にまで拡げた研究もみられる。Wren, 
Souder, and Berkowitz（2000） は、MOの先行要因として、プロジェクト・マネジャー・ス
キルとトップ・マネジャー・サポートという 2つのマネジャー要因を取り上げている。アメ
リカ、ニュージーランド、韓国、ペルー、ノルウェー、スウェーデンのハイテク産業を対象
に調査を行なった結果から、アメリカやニュージーランドといった個人主義の国で取り上げ
た 2つの要因からの影響がより強くなったが、韓国のような規則が重視される国では影響さ
れなかった。この結果は、個人主義の国では、マネジャーはメンバーの意思統一や調整を求
められるため、MOがいっそう重視されることを反映している。
翌年には、マネジャー特性がMOに与える影響を考察した研究は Cervera and Sanchez
（2001）でも確認される。彼らは、MOの先行要因と成果要因について、どのような研究が
あるかを考察している。先行要因を、シニア・マネジメント特性、組織的な特徴、組織構造、
内部的なダイナミクス、外部要因から成り立つとしている。特に、シニア・マネジメント特
性としては、MOの強調すなわちMOをマネジャーが強調すること、とリスク回避の 2つを
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取り上げている。その上で前者はMOにプラス、後者がMOにマイナスの影響があると述
べている。
 4-2 従業員の心理面に着目した研究
従業員個人からMOへの影響を扱った研究は、さらに真相に迫るべく、従業員の心理面か
らMOへの影響の解明へと研究が展開されている。Homberg and Pflesser（2000）では、
MOを支持する価値観からMO的な行動へと導く因果連鎖（Causal-Chain）について調査し
ている。ドイツ企業の 173名のマーケティング・マネジャーを対象にした調査から 8つの価
値観がMOに影響することを確認している。しかしながら彼らの研究には課題もある。取り
上げた一連の価値観が頑健な理論から援用されておらず、その場限りのもの（Adhoc）であ
るため、一般化（Generalization）されていないのである。
翌年には、Sridharan, Kohli, and Spiro（2001）も、従来のMO研究ではMOの先行要因と
して、個人レベルの価値観や行動に目が向けられなかったことを指摘し、組織レベルのMO
を促進させる先行要因として、従業員の価値観や行動の解明をすべきであると論じている。
さらに同じ頃、Brown, Mowen, Donavan, and Licata（2002）が、賛同する力（Agreeability）
が、MOにどのような影響があるか考察している。27の企業を対象に構造方程式モデルを施
した結果、賛同する力は、顧客志向にプラスの影響があることを確認している。賛同する力
の高い従業員は自発的に、顧客に対して共感するので、業務を通じて、顧客の課題を解決す
る欲求を有しているのである。
Homberg and Pflesser（2000）を発展させた研究には、Furrer, Lantz, and Perrinjaquet
（2004）があげられる。彼らは以下の 2点で、過去の研究課題を克服している。第一に、分
析手法の精緻化である。Homberg and Pflesser（2000）ではマネジャーの価値観が与える従
業員への影響を、マネジャーに回答させてしまっていた。そこで Furrer, Lantz, and 
Perrinjaquet（2004）ではスイスのフランス語圏に所在する３つの企業の従業員からデータ
を集める際、シニア・マネジャーにコンタクトをとり、そこから従業員を指名してもらった
うえで、その 124名に対して調査を行なっている。
第二に、頑健な価値観の尺度を援用している点である。Homberg and Pflesser（2000）で
は価値観がアドホックなものであった。そこで Schwartz の価値観を援用している。
Schwartz によると価値観には、10のタイプ（自己支配、刺激、快楽主義、成功、権力、安
定、調和、伝統、慈悲心、普遍主義）があり下図のとおり循環型構造になっているという。
Schwartzの価値観の構造や内容は、統計分析から高い説得力のあるものとして支持をえて
いる。44カ国からの 97サンプル 25,000人以上を対象としているからである（Schwartz 
1992）。彼らは 124名のスイス企業の従業員を対象にサンプリングを行ない、重回帰分析を
施したところ、集団主義の価値観の従業員は、MOに対して、より好意的な態度をもつ傾向
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があるという。その際には、自己超越を有する集団主義の従業員が顧客に対していっそう好
意的な態度がある。一方で、保守主義である集団主義の従業員は、競争志向や職能横断的統
合に対しより好意的な態度があった。
図表 2 Schwartz（1992）の価値観
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前節でとりあげた一連のMO研究と比較すると、前節では、リーダーシップ・スタイル
（Harris and Ogbonna 2001）やMO強調（Cerbera and Sanchez 2001）など、トップマネジメ
ントが組織のMOに影響を与える研究である一方、本節では従業員の心理が組織のMOに
影響を与える点を扱っている点に、明確な違いを確認できる。
4-3 個人レベルのサービス志向を扱った研究
2章でMOと並行に位置する代替的志向性について扱ったが、この中の１つの志向性にお
いて、個人レベルを対象とした尺度が開発されている。サービス志向尺度である。MOでは
ないものの、少なくてもサービスの文脈において個人レベルを捉える尺度であり、のちの個
人レベルのMO研究にも援用されていることから触れておく。下図のとおり Homburg, 
Hoyer, and Fassnach（2002）で示された枠組みに沿って、個人レベルのサービス志向に的を
絞り、レビューを進めていく。
図表 3 Homburg, Hoyer, and Fassnach（2002）, p.87.
サービス志向
今回のレビュー対象
組織レベル
組織レベル 事業戦略
個人レベル
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サービス志向の尺度は、応用心理学分野で、Hogan and Hogan（1984）により開発されて
いる。彼らは病院を例に取り上げながら、技術的な側面でない、人的な要素としてサービス
志向を取り上げている。Hogan and Hogan（1984）は、サービス志向とは、提供するサービ
スの品質に影響を与える態度と行動の集合であるという（Hogan and Hogan 1984）。彼らは
ボルチモアの病院を対象としてサービス志向インデックスという 92項目から成る尺度を開
発している。
あるいは組織を対象としているため今回のレビュー対象からは外れるが、小売業という組
織を対象に、サービス志向尺度を開発した研究が Lytle, Hom, and Mokwa（1998）によって
行われている。彼らによると、組織におけるサービス志向（SEV*OR）とは、サービスにお
けるエクセレンスの創造、サポート、奉仕、といったことを目的とし、永続的に組織のポリ
シー、習慣、行為、などの基本的な集合の組織的な拡がりへの信奉（Lytle,Hom,and Mokwa 
1998）を示すという。37名のシニアレベルの看護婦、30名の郊外の看護婦、100名の保険会
社の事務員、そして 56名の East-Coast-Tracking-Firmのトラックのドライバーに調査を行な
い、この構成要素として、サービス・リーダーシップ、サービス・ビジョン、顧客の待遇、
従業員のもつ権限、サービスの失敗に対する予防と回復、サービス技術、標準的なコミュニ
ケーション、サービス・トレーニング、サービスに対する報酬の 9つをあげている。この尺
度に関しては、変数間の重複やサンプルの一般化というような問題点が指摘されるが、顧客
満足やサービス品質といった主要尺度とサービス志向との分析を可能としている。
この他にも、組織のサービス志向を扱った研究としては、Homburg, Hoyer, and Fassnach
（2002）があげられ、米国とドイツのアパレルと家具店、各 88、106名のマネジャーを対象
にし、回帰分析を施し、サービス志向の先行要因となるストア特性が、その他の先行要因で
ある環境特性や顧客特性よりも強い影響がある点、その環境特性の中では、競合の密集度よ
り革新性によって駆動される点を明らかにしている。
マーケティング研究で、個人レベルでサービス志向の研究が行われたのは、Academy of 
Marketing Science 誌の Hurley（1998）からである。彼らは、パーソナリティに関するレ
ビューをおこなった上で、小売業やサービス業 580名を対象に調査を行ない、外向性
（Extroversion）、調整力（Adjustment）、人当たりの良さ（Agreeableness）の 3項目から成
るパーソナリティに特化したサービス尺度を開発している。
個人に関するサービス志向尺度の一連の研究を振り返ると、ホテルや病院では顧客や従業
員といった個人レベルでのコミュニケーションが重要となるビジネス環境であることから、
前節でのべてきたマーケティング分野におけるMOよりも、比較的早い段階で、個人に関す
る研究が行われていることがわかる。
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4-4 個人間の普及過程を扱った市場志向研究
前節までで扱った研究の共通点は、MOの先行要因として、従業員の行動特性や心理特性
に的を当て、その視点から、MOへの影響を考察することにあった。したがって、これらす
べての研究に共通する研究の限界は、マーケティング的な思想や発想であるMO自体が、組
織の最小範囲である従業員からどのように生成され、他の者たちにどのように普及するのか、
明らかにできないことにあった。Kohli と Spironi、Tregear あるいは Ellingerらにせよ、MO
に影響を与える先行要因として個人の要因に着目している点は評価できるが、組織のMOと
個人との関係までしか扱っていない点に研究の限界がみられる。
そこで 2005年以降から、従業員という個人レベルの視点のみにフォーカスし、MO自体
を考察する研究が着手されている。まずヨーロッパにおいて、従業員という個人レベルの視
点のみにフォーカスした議論が活発になりはじめた。たとえば、Tregear（2003）は、組織
のMOは、個人がいくつかの目標を追求するうえで引き起こされる行動の結果であると示し
たうえで、イギリス北部の 20名の食料生産者にデプス・インタビューを実施している。結
果として、従業員のライフスタイルや生産工程に関連した目標を、従業員自身が追求するこ
とで、MOは生じるとしている。
続いて、直接個人を扱っていないが、組織でどのようにMOが形成されるかを探究した
Gebhardt, Carpenter, and Sherry（2006）の研究をレビューしておこう。MO形成の先行要因
として、前述の研究と同様に、個人の特性が関係しているからである。彼らは長期的推移法
（Longitudinal - Processual - Method）という分析手法を用いて研究をおこなった結果、初期
化、再構築、制度化、維持という４つの過程を経て、個人が徐々にMO行動をおこなってい
く事を確かめている。
ここまでの研究で共通している傾向は、研究の限界が、MOが組織レベルを測定するMO
尺度であるため、組織内でのMO普及過程や、MO生成の鍵となる人物といった個人レベル
の現象を測ることができない点にある。Lam, Kraus, and Ahearne（2010）はこれらの研究課
題に応じ、従業員間でMOがどのように普及するかを明らかにするため、理論的な根拠を頑
健なものにするとともに、個人レベルのMO尺度を開発している。したがって彼らの研究は
以下の点で、MO研究に大きな進展をもたらしている。
彼らの研究にはどのような理論的貢献があったのだろうか。第一に、前述した通り、組織
レベルでしか扱う事のできなかったMOの概念尺度を、従業員個人レベルでも統計的に扱え
るように、組織レベルのMOとは別概念として、定義付けするとともに、従業員個人の次元
で扱える尺度を開発した点があげられる。彼らによると、個人レベルのMOとは、顧客の選
好、競合他社に関する知見および商品に関する知識を、優れた価値の創造と普及の過程にお
いて、組織メンバーが統合する行為であるとしている（Lam, Kraus, and Ahearne 2010、
p.62）。そのうえで、Voss and Voss（2000）で開発されたMO尺度をベースに、個人レベル
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のMO尺度の開発へと至っている。ちなみに Voss and Voss（2000）のMOは製品志向、競
争志向、職能横断的統合から構成されている (2)。Voss and Voss の尺度をベースとしたのは、
MO尺度の中でも、販売やサービス環境に適した尺度であるからである。さらにMOの構成
要素の 1つである顧客志向については、Thomas, Soutar, and Ryan（2001）の 4変数を追加し
ている。この理由として、MOの顧客志向がマネジメントのなかのかなり広範囲におよぶ一
方、販売担当者といった個人の顧客志向では顧客と直接関係している項目を追加する必要が
あることをあげている。このうえで、確認的因子分析を行ない、内部一貫性、収束妥当性、
弁別妥当性が妥当であることを確認している。
第二に、従業員間でMOが普及する理論的根拠を明示したことである。Lam, Kraus, and 
Ahearne（2010）以前の研究においても、個人レベルでMOを扱おうとした研究が行われて
いる。だが以前の研究では、個人間でMOがどう普及するかを明示する理論的根拠が欠落し
ていた。そこで、Lam, Kraus, and Ahearne（2010）は、Bandura（1977）が唱えた社会的学
習理論を援用したのである。Bandura（1977）によると、社会的学習理論には 2つのタイプ
の学習があるという。強化学習とは、オペラント条件付けに基づく学習を指し、オペラント
行動が自発された直後の環境変化に応じてその後の自発頻度が変化する学習をいう。一方で
代償学習とは、観察学習（Observational - Learning）ともいわれ、モデリング（Modeling）
による学習をいう。ロールモデルから影響される結果として、観察した者に様々な影響が生
じる。
社会的学習理論を援用して個人レベルのMO普及のメカニズムにおきかえると、以下のよ
うになる。強化学習は上司からマーケティング目標（ブランド・エクイティやシェア）を向
上させるように目標設定をさせるときに働く。この際、マーケティング目標を達成するため、
顧客が喜ぶような行動をおこす。代償学習は、ロールモデルとなる上司や同僚がMO行動を
とるときに生じる。これらの上司や同僚を手本として捉えて、自らも同じ行動をとるのであ
る。
彼らの研究は、実務的にも貴重なインプリケーションを提供している。どのような職階あ
るいは特性の従業員からMOが生成されるかわかれば、彼らの雇用や教育の機会を増やすこ
とで、より効率的にMOを組織に浸透させることができるからである。実際、日本のある大
(2) Voss and Voss（2000）では、芸術環境（Artistic-Environment）において、顧客志向、競争志向、製品
志向とパフォーマンスの研究を行っている。サンプルデータとして、Theatre Communication Group か
ら母集団を作っている。対象となった劇場は平均 976席の客席、平均チケット価格は 2,124ドルであっ
た。階層的回帰分析を行った結果、製品志向とパフォーマンス間であまり影響がなかった。だが製品品
質と客席収容力というコントロール変数を操作した場合には、多くの観客獲得につながっていた。顧客
志向は、パフォーマンス尺度にネガティブな影響が確認された。さらに、競争志向は、観客獲得につな
がっていた。また、従属変数として純損失を用いる場合、製品志向と職能横断的統合には関係がなく、
顧客志向と職能横断的統合、競争志向と職能横断的統合、それぞれでネガティブな関係となっている。
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手トイレタリーメーカーでは、新卒マーケターの採用時に、大学においてマーケティングゼ
ミに所属した学生を多く採用している。マーケティングの発想や思考を学んできた学生の方
がそうでない者よりも、マーケティング・カンパニーの組織文化や風土に馴染みやすいこと
を期待してのことである。
5．個人レベルの市場志向研究の整理と今後の方向性
本稿では、個人を扱ったMO研究について、系譜ごとに整理を行ない、現状の課題を把握
し今後の方向性を示唆するため、組織レベルのMO研究から個人レベルのMO研究にどの
ように至ったのかについてレビューを行なってきた。下図で示すとおり、大きく 4つの潮流
であることがわかる。まず 1つめの潮流は二者間、三者間の組織を扱った研究であった。
1990年前半に、通常のMO研究とは異なる 2、3という複数の組織を取り上げた研究が確認
された（3章、eg., Siguaw, Brown, and Wing 1994, 1998）。さらに、両者のつながりを理論的
に頑健なものとするため、ステークホルダー理論を取り入れた研究（Langerak 2001）や、
Tajfel and Turner（1999）の社会的交換理論を取り入れた研究が行われていた（Steinman, 
Deshpande, and Farley 2000）。一方で、国の妥当性向上を図ることもなされていた（eg., 
Farlley and Adcale 2003; Sanzo, Santos, and Vazquez 2003）。その後は、2つの組織のみならず
3つの組織を扱った研究も見られた（eg., Jones, Busch, and Dacin 2003）。そして近年では、
より直接的な関係性をみるため、リレーションシップ・マーケティング尺度も開発されてい
た（Sin, Leo, Tse, Yau, Chow, Lee, and Law 2005）。これらの傾向から、個人の普及過程を考
える前段階の下地として、組織間のMO普及がさかんに議論されていることが確認できた。
だが上記の研究では、組織の最小単位である従業員個人からどう生じ、他者へどのように
普及していくのか、という疑問には答えられなかった。そこで、組織の中の人的要因がMO
にどう影響するか議論が行われていた。これが２つ目の潮流である、従業員個人がMOに与
える影響を扱った研究潮流であった。人的要因を扱った研究（Griffiths and Grover 1998a）
や、人的障害に着目した研究（Harry and Piercy 1999）、あるいはマネジメント特性（Wren, 
Souder, and Berkovitz 2000）やリーダーシップ・スタイルを扱った研究（Harris and 
Ogbonna 2001; Martin and Alan 2006; Menguc, Auh, and Shin 2007）といった従業員個人から
の影響を扱った研究が行われていた（4章 1節）。
なかでも従業員の心理面には、多くの研究が行われていた（4章 2節）。価値観はMOや
それに順ずる行動へと導くことができるため（Furrer, Lanz, and Perrinjaauet 2004）、価値観
とMOの関係を解明できれば、効果的にMO型の人材の雇用や育成につながるからだ。発
端となった Homberg and Pflesser（2000）の研究や、Sridharan, Kohli, and Spiro（2001）、賛
同する力にフォーカスした Brown, Mowen, Donavan, and Licata（2002）、そして Schwartzの
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価値観を援用し Homberg and Pflesser（2000）の研究を発展させた Furrer, Lanz, and 
Perrinjaauet（2004）がみられた。
3つ目の潮流は、上記の研究潮流とは別に行われた、サービス産業における個人の志向性
に関する研究であった。これにはサービス業では顧客と直に接する機会が多いため特に従業
員個人に注力しなければならない背景が伺える。応用心理学で開発された Hogan and Hogan
（1984）、組織レベルで開発された Lytle, Hom, and Mokuwa（1998）、そして個人レベルのサ
ービス志向尺度である Hurley（1998）がみられる。
以上の研究潮流をうけて、直接個人レベルでMOを考察する研究が 2005年あたりから始
められていた（4章 4節、Treager 2003）。なかでも Lam, Kraus, and Ahearne（2010）の研究
は、従業員個人間の普及を、Bandura（1977）が唱えた、社会的学習理論を援用し、理論的
に説明した点で、MO普及を考察する上で大きな進展をもたらしていた。
したがって今後の個人レベルのMO研究の方向性としては、Lam, Kraus, and Ahearne
（2010）の研究をさらに発展させていくことが求められる。彼らは個人間でMOが普及して
いくメカニズムを解明するため、「フォーチュン 500」の清掃業や衛星産業のセールス・マネ
ジャーやセールス・パーソン、セールス・ディレクターを対象に調査を行なっている。だが
その周辺環境についてはほとんど明らかにはしていない。セールス・パーソンがコミュニケ
ーションをとっている人数であるネットワークの数と、所属する組織との一体感の程度を表
す組織との同一化のみである。ゆえに今後は、個人間でどのような環境要因が普及プロセス
に影響するのか明らかにしなければならない。
図表 4 組織レベルから個人レベルへの市場志向研究の変遷
二者間、三者間を扱ったMO研究（３章）
●は、主な研究
個人からの影響を扱ったMO研究（4章1節）
Hogan and
Hogan
(1984)
Hurley
(1998)
Gr ffith and
Grover
(1998)
Harris and
Piercy
(1999)
Homberg and
Pflesser
(2000)
Brown
et al (2002)
Siguaw et al
(1994)
S guaw et al
(1998)
Baker et al
(1999)
Langerak et al
(2001)
Furrer
et al (2004)
Wren et al
(2000)
Homberg
(2002)
Treager (2003) Gebhardt et al (2006) Lam et al  (2010)
心理的要素がMOに与える影響を扱った研究（4章2節）
個人レベルのサ ビス志向を扱った研究（4章3節）
個人間の普及過程を扱ったMO研究（４章４節）
研究潮流①
研究潮流②
研究潮流③
研究潮流④
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また、彼らは研究対象として上司と部下のみを扱っている。そこで今後はそれ以外の普及
プロセス、たとえばブランド・マネジャーとブランド担当といった異なる属性でも研究を進
める必要があるだろう。
以上のように研究潮流ごとにその傾向を捉えると、組織レベルのMOから個人レベルの
MOへの研究変遷は、下図のようにある程度明確にその研究傾向をみることができる。
6．おわりに
一連のレビューから伺える事は、個人レベルのMO研究の特徴は前章で確認した通りいく
つかの潮流で研究が進められ、最終的に、1つの研究潮流すなわち個人間の普及過程を扱っ
た研究に収束していることであった。中でも Lam, Kraus, and Ahearne（2010）では、個人間
のMO普及について社会的学習理論（Bandura 1977）を援用しその理論的根拠を明示した点
で大きな進展をもたらしていた。従って今後は、普及の際の周辺に位置する環境モデレータ
ー要因の解明がいっそう求められるだろう。本稿は、個人レベルのMOに関する一連の研究
を整理し今後の研究の方向性を示唆した点に学術的貢献があると思われる。
最後に、本稿で取り上げた個人レベルのMO研究を時代ごとに整理しておく。今後個人レ
ベルのMO研究を進める上でどのように研究が進展しているか一目で把握できるようになっ
ている。
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図表 5 個人レベルの市場志向研究の整理図
研究名（年） 解明しようとした対象
調査対象
（サンプル数） 分析手法 扱われた変数 主な貢献
Hogan and 
Hogan (1984)
企業 ボルチモアの病院 尺度
開発
サービス志向 サービス志向インデックスという 92項目から成る尺度を開発。
Siguaw, Brown, 
and wing (1994)
企業 米国企業
（298社）
回帰分析 市場志向、顧客志向、役割の葛
藤、役割の不明確化、職務満足、
組織コミットメント
企業が「市場志向」をセールス・パーソンに知覚させると、セ
ールス・パーソンは「顧客志向」になり、「役割のコンフリクト」
と「役割の不明確さ」を減少させる。さらに、「職務満足」「組
織コミットメントを」を増加させる。
Siguaw, Brown, 
and wing (1998)
2社を 1
組とする
企業
米国販売業者と
供給業者 
（179組）
バス解析 市場動向、協調的な規範、コミ
ットメント、満足
「供給業者の市場志向」は「販売業者の市場志向」にプラス
に影響し、「販売業者の満足度を」高める。販売業者の市場
志向」は「信頼」「協調的な規範」に直接影響する。
Grifitth and 
Grover (1998)
- - 命題
掲示
- 組織文化であるMOに対して、組織内のメンバシップ、組織の
象徴、組織の精神力学、組織における認識という 4つの人的
要因が、組織文化であるMOに影響を与え、結果としてMO
行動に影響する。
Lytle, Hom, and 
Mokwa (1998)
企業 米国看護師、 
保険事務員等
尺度開
発
サービス志向 サービス・リーダ ・ーシップ、サービス・ビジョン、顧客の待遇、
従業員のもつ権限、サービスの失敗に対する予防と回復、サ
ービス技術、標準的なコミュニケーション、サービス・トレー
ニング、サービスに対する報酬から成り立つ、サービス志向尺
度を開発。
Hurley (1998) 企業 米国企業 580名 尺度
開発
サービス志向 外向性（Extroversion)、調整力（Adjustment)、人当たりの
良さ（Agreeableness)、の 3項目から成るパーソナリティに
特化した、サービス志向尺度を開発。
Baker, Simpson, 
and, siguaw 
(1999)
企業 米国小売業 
（380社）
因子分
解相関
分析
市場志向、信頼、コミットメント、
協調的な規範、満足
「供給業者が転売者の MOを知覚すること」と、転売者の「信
頼」「コミットメント」「協調的な規範」とは。互いに関係しあう。
Yau, Sin, and 
Tse (1999)
企業 中国企業
（210社）
回帰分析 市場志向、リレーションシップ・
マーケティング志向
リーダー企業では、双方の志向性は有効。だがチャレンジャ
ー企業では、市場志向のみが有効。
Harris and 
Piercy (1999)
企業 英国小売業 
（107名）
パス解析 市場志向、垂直的コミュニケー
ション量の低さ、政治的行動の
程度、コンフリクト行動の程度、
組織メンバーの定式化
4つの阻害要因が MOにネガティブに働く。
Steinman, 
Deshpande, 
and arley 
(2000）
2社を 1
組とする
企業
米国、日本企業
とその顧客
相関分析 供給業者自身が感じる市場志
向、顧客が供給業者に対し感じ
る市場志向、関係性の時間的な
長さ、重要と考えている程度。
「供給業者自身が感じる市場志向」が、「顧客が供給業者に対
し感じる市場志向よりも市場志向」を強く意識しており、この
際、MOギャップが彼らの「関係」が長く、「重要と考えている
程度」が高いほど、小さくなる。
Wren, Souder, 
and Berkowaitz 
(2000)
企業 アメリカ、ニュー
ジーランド、韓国、
ペルー、ノルウェ
ー、スエーデン
のハイテク企業
回帰分析 市場志向、プロジェクト・マネー
ジャーのスキル、トップ・マネー
ジャー・サポ トー
アメリカやニュー ジーランドといった個人主義の国で取り上げ
た 2つの要因からの影響がより強くなかったが、韓国のような
規則が重要される国では影響されなかった。
Homberg and 
Pflsser (2000)
企業 ドイツ企業 
（173名）
回帰分析 市場志向、価値観 価値観が MOに影響する
Lanegerak 
(2001)
企業 ドイツ製造業 
（72組）
線型回
帰分析
ダウンストリーム市場志向、アッ
プストリーム市場志向、信頼、
協調的な規範、満足
製造業者の「市場志向」はセールス・パーソンの「顧客志向」
にプラスに作用し、彼らの顧客である供給業者との「信頼」や
「満足」強め、最終的にはひとまわりして、製造業者の「財務
パフォーマンス」を高める。
Harris and 
Ogbonna (2001)
企業 英国 FAMEデー
タベース登録企業
（322社）
パス解析 市場志向、参画型リーダーシップ、
支持型リーダーシップ、道具的リ
ーダーシップ
参画型と支援型リーダーシップ・スタイルはプラスに、道具的
リーダシップはマイナスに影響していた。
Cervera and 
Sanchez(2001)
- - - 市場志向、シニア・マネジメント
特性、組織的な特徴、組織構造、
内部的なダイナミクス、外部要因
シニア・マネジメント特性としては、MOの強調すなわち市場
志向をシニア・マネジャーは強調することはMOにプラス、リ
スク回避が市場志向にマイナスの影響がある
Brown, Mowen, 
Donavan, and 
Licata (2002)
企業 米国企業（27社） 構造
方程式
モデル
市場志向、賛同する力
（Agreeability）
賛同する力は、顧客志向にプラスの影響がある。
Homburg Hoyer, 
and Fassnach 
(2002)
企業 米国とドイツのア
パレルと家具店そ
れぞれ 88、106
名
回帰分析 サービス志向、ストア特性、環
境特性、顧客特性、市場のビジ
ネスパフォーマンス、企業の収
益率
サービス志向の先行要因となる、ストア特性が、その他の先
行要因である環境特性、顧客特性よりも強い影響がある点、
その環境特性の中では、競合の密集度より革新性によって駆
動される。
Farrelly and 
Ascale (2003)
2社を 1
組とする
企業
オーストラリア フ
ットボールリーグオ
ーナーとスポンサー
（46組）
相関分析 市場志向、スポンサーシップ、
コミットメント、信頼、協調的な
コミュニケーション
スポンサー間の過度の「コミュニケーション」には影響力がな
い。「スポンサー自身による市場志向」の知覚が、オーナーと
の「信頼」「コミットメント」に影響を及ぼす。
Sanzo, Santos, 
and Vazquez 
(2003)
企業 スペイン企業 
（174社）
最尤推
定法
コミュニケーション、信頼、満足、
コンフリクト、供給業者に強制
的に与える戦略、供給業者に非
強制的に与える戦略、文化的な
市場志向、知覚価値
買手の「市場志向」は。「コミュニケーション」に影響を与え、
「信頼」「コミットメント」、「知覚価値」にもポジティブで最終
的に「満足」につながる。
Jones, Busch 
and Dacin 
(2003)
3社を 1
組とする
企業
米国セールスマネ
ージャー、セール
ス・パーソン、小
売業者（51組）
構造
方程式
モデル
マネージャーのMOは、セールス・
パーソンの MO、役割の葛藤、
不明確さ、組織コミットメント、
職務満足
マネジャーの「市場志向」は、セールス・パーソンの「市場志向」
に影響がなかったが、セールス・パーソンの「市場志向」は彼
等の職務態度（役割の葛藤や不明確さ、組織上のコミットメン
ト、職務満足９に影響を与え、顧客への不満を招く。
Tregear (2003) 従業員 イギリス食料生
産者（20名）
デプス・
インタビ
ュー
- 従業員のライフスタイルや生産工程に関連した目標を、従業
員自身が追及することで、市場志向は生じる。
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Furrer, Lantz, 
and 
Perrinjaauet 
(2004) 
従業員 スイスのフランス
語圏に所在する
企業（124社）
多重回帰
分析
市場志向、価値観（Shwart’z
の SVS）
保守的な価値観は競争志向に、自己超越的な価値観は顧客
志向にそれぞれプラスに影響するが、個人主義はMOの 3つ
の態度にマイナスに作用する。
Sin, Leo, Chow, 
Lee, and Law 
(2005)
企業 香港（277社）
台湾（222社）
尺度
開発
リレーションシップ・マーケティ
ング志向
信頼性、収斂妥当性、弁別妥当性、文化間安定性分析を行い、
信頼、絆、コミュニケーション、共有価値という 4要素から成
り立つ、リレーションシップ・マーケティング尺度を開発。
Gebhardt, 
Carpenter, and 
Sherry (2006)
従業員 - 長期的推
移法
- 初期化、再構築、制度化、維持という 4つのプロセスを経て、
個人が徐々に市場志向行動をおこなっていく。
Martin and Alan 
(2006)
企業 米国小売業 
（106社）
回帰分析 市場志向、参画型リーダーシップ、
支持型リーダーシップ、道具的リ
ーダーシップ
セールス・マネジャーのリーダーシップ・スタイルがセールス・
パーソンの顧客型の売り方にプラスの影響がある。
Menguc, Auh, 
and Shin (2007)
企業 米国 980名 回帰分析 市場志向、変革的リーダーシッ
プ、交換型リーダーシップ、放任
型リーダーシップ
マネジャーの変革性リーダーシップが MOにプラスの影響があ
る。
Lam, Kraus, 
and Ahearne 
(2010)
従業員 セールス・ディレ
クタ （ー43名）、
セールス・マネー
ジャ （ー285名）、
販売担当者
（1,528名）
階層回帰
分析
個人レベルの市場志向、組織と
の同一化の程度、ネットワーク
の大きさ
IMOが上司から部下および専門家（Expert-Peer)へと普及し
ていく。
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